
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成１９年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

　○この給与・定員管理等についての公表は、「地方公共団体における職員給与等の公表について」の一部改正
　　について（平成19年9月7日付け総務省自治行政局公務員部長通知）に示された様式により作成しています。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

千円 千円 　　　　　千円 千円

2,203,363
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２０年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

　　　　

歳 人 円 円 円

うち 歳 人 円 円 円 歳 円

うち 歳 人 円 円 円 歳 円

うち 歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

　　　　 歳 人 円 円 円

うち 円 円

うち 円 円

うち 円 円

（注）

 

      　

１　「平均給料月額」とは、平成２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての
諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含
まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

３　民間データは、賃金構造基本調査において公表されているデータを使用している。　　（平成17年～19年の3ヶ年平
４　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致している
ものではない。
５　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれの平均給与月額を12倍したものに、公務員におい
ては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

45.3
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（Ａ） （Ｂ）

103 ― ―
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Ａ/Ｂ
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国 ―41.1

43.9

315,631

自動車運転手
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5,090,904
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―

41.6 218,400 144.4%

43.6 112.8%
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―
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―
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48.9 4,784 284,679

339,581

―

― ―46.8 371 351,244

―
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（2) 職員の初任給の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２０年４月１日現在）

（注）１　宮古市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

技能労務職

技能労務職

一般行政職

高　校　卒

38

高　校　卒

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

10.6

　　　　　　　　％

284,466

254,600

　　　　　　　　％
部長

　　　　　　　　人

構成比

350,266

129,200

295,625

137,200

経験年数２０年区　　　　分

36

11

経験年数１０年

大　学　卒

６　　級

標準的な職務内容

課長・主幹
　　　　　　　　人

68

106

４　　級
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

主査

主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

172,200 172,200

140,100

区　　分

246,250

一般行政職

140,100

大　学　卒

中　学　卒

職員数

62

19

７　　級

239,266

18.2

３　　級

－

3.2

141,900

129,200

２　　級 主事

経験年数１５年

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

５　　級

20.0

31.2

１　　級

宮　古　市区　　　　　分

140,100

岩　手　県 国

161,600

198,133

高　校　卒

高　校　卒

207,133

－中　学　卒

269,450

－

主事
　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

11.2

5.6

副主幹
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　（注） 平成○年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　（注）平成１８年に９級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　
 　　統合）　　　　　

（2) 昇給への勤務成績の反映状況
　 　人事評価が未実施であるため、一部を除いて昇給区分に差をつけなかった。

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成19年度支給割合） （平成19年度支給割合） （平成19年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　5～15％ 役職加算　5～20％ 役職加算　5～20％

管理職加算　15～25％ 管理職加算　10～25％

（注）１　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

　人事評価が未実施であるため、成績率に差をつけず、一律の支給（6月 71/100、12月 74.5/100）を行った。

1,580

3.0 1.50

1.6 0.75
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１人当たり平均支給額（平成19年度） １人当たり平均支給額（平成19年度）

1.50

0.75

1,790

岩　　　　　手　　　　　県

3.03.0

国

―

1.61.6 0.75

1.50
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１級

6.1%
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（2) 退職手当（平成２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

勧奨退職時特別昇給（昇給の号給数は8号）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

（平成２０年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

(２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度                                                                          

　　　　から支給率を段階的に引き上げることとしている。       

3

支給率

0

15

札幌市

14

12

13

国の制度（支給率）

札幌市 3

8

0

医師及び歯科医師

3

12

9

6仙台市

福岡市

5

3

0

18

名古屋市

大阪市

支給対象職員数

東京都特別区

15

仙台市 6

10

0

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

支給率

東京都特別区

支給対象地域

0

0

支給実績（平成19年度決算）

8,991

国の制度（支給率）

16

13

名古屋市 12

18

12

59.28

3

6

国宮　　　　　　　　　　　古　　　　　　　　　　　市

支給対象地域

59.28 59.28

12

福岡市 10

59.28

2,931

59.28

24,532

976,924

大阪市 15

30.55

41.34

47.50

30.55

41.34

59.28

23.50

33.50

23.50

33.50

47.50
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 (4) 特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

支給実績（平成１９年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算） 千円

支給実績（平成１８年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算） 千円

142,109

月額
医師　５００，０００円以内
歯科医師
　　　　１５０，０００円以内

医師　往診料の５０／１００
看護師、介助者
　　　　往診料の１０／１００

往診業務

１体につき
行旅死亡人、感染症等の死
亡者の処理　　　　１，７００円
診療所での死体の処置
                      １，５００円

診療、検診、病理、細菌
の検査等の業務

保健業務手当

感染症等の病原体等へ
の防疫作業

132,965

行旅死亡人、感染症等
による死亡者の処理、診
療所での死亡者の処置
業務

217

滞納処分従事手当

保健師、看護師、准看護師

特殊自動車運転手当

福祉事務所の現業を行う職員、感
染症の防疫に従事する職員、診
療所の看護師、補助者

社会福祉施設勤務手当

用地買収のための交渉
業務

税務担当職員

211

医学研究手当

死体処理手当

往診手当

市税の賦課・徴収業務

主な支給対象業務

月額　２，２００円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算）

手当の種類（手当数）

左記職員に対する支給単価

28.1

13

107,297

日額　４２０円

特殊自動車の運転業務

深夜の看護業務

ケースワーカの業務 月額　６，５００円

月額　２，１００円

１回につき
４時間以上　３，３００円
２時間～４時間未満
　　　　　　　　２，９００円
２時間未満　２，０００円

月額
所長　２４０，０００円
副所長　１５０，０００円

児童の養護に関する業
務

診療所に勤務する医師、看護師、
介助者

日額
作業時間3時間以上  ２５０円
作業時間3時間未満  １２５円

診療所の医師、歯科医師

保健、予防業務

診療所に勤務する看護師、准看
護師等

診療所の医師、歯科医師

税務担当職員

医事に関する調査及び
試験研究業務

運転技士

１件につき　３３０円

支給実績（平成１９年度決算）

日額　１８０円

市税の滞納処分業務

保育所、児童館に勤務する職員

用地買収交渉手当 右記業務に従事した職員

防疫作業手当 右記業務に従事した職員

18,992

月額　１，２００円

医師手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１９年度）

税務手当

手当の名称

福祉事務所の現業を行う職員、身
体障害者福祉司、知的障害者福
祉司

社会福祉業務手当

夜間看護等手当

主な支給対象職員
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（6) その他の手当（平成２０年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円0

初任給調整手当

単身赴任手当

　異動等に伴い、住居を移転し、やむ
を得ず配偶者と別居することとなった
職員に対して支給
　月額２３，０００円（交通距離により加
算有り）

同じ ― 0 千円

１　配偶者　月額１３，０００円
２　配偶者以外の扶養親族１人につき
　　月額６，５００円
　・配偶者の無い場合の１人目
    月額１１，０００円
　・扶養親族でない配偶者を有する場
    合の１人目月額６，５００円

＊１６歳から２２歳までの子には、５，０
００円が加算される。

１　借家・借間居住者
　　月額１２，０００円を超える家賃を
    負担している場合、家賃の額に
    応じ月額２７，０００円まで
２　自宅居住者
　　月額　３，０００円（新築、購入から
     5年以内）

１　交通機関等利用者運賃等に応じ
　　月額５０，０００円まで
２　自家用車等利用者通勤距離に応
    じ月額３５，０００円まで

　災害応急対策、災害復旧のため、国
又は他の地方公共団体等から派遣さ
れた職員に支給
　1日につき３，９７０円～６，６２０円

　管理職の職員が、臨時・緊急等の必
要により、週休日、休日に勤務した場
合
部長　６，０００円
課長　４，０００円

部長　５２，３００円
課長　４１，２００円
診療所長、同副所長　３５，４００円
　　　　　　　　　　　　　　～５４，５００円
（経過措置による加算有り）

　正規の勤務時間として、夜間に勤務
した場合
　勤務1時間当たりの給与額の
  ２５／１００

休日に勤務した場合
　　勤務1時間当たりの給与額の
  　１３５／１００

177,124千円

9,105

千円 35,491

0

0

千円 3,034,933

（平成１９年度決算）

千円 233,609

との異同内容及び支給単価

異なる

夜間勤務手当

異なる

宿日直手当

手　当　名

宿日直1回につき
　医師　２０，０００円
　医師以外の診療所勤務職員
　５，１００円
　その他の職員　４，２００円

同じ

異なる

同じ

同じ

　医師、歯科医師として新たに採用さ
れた職員に対して支給
　月額３０６，９００円以内

休日勤務手当

管理職手当

災害派遣手当

住居手当

国の制度

同じ扶養手当

通勤手当

0

異なる

国：
俸給の特別
調整額として
支給

― 855

異なる内容
支給実績

43,089 千円 83,184

国：
自宅居住者
２，５００円

22,849

9,725

0

106,839

千円

千円

　交通機関
等利用者の
限度額並び
に自家用車
等利用職員
の通勤距離
区分と支給
額

国：
勤務1時間当
たりの給与額
の算定に、
初任給調整
手当、月額
で定められる
特殊勤務手
当を含まな
い。

千円

千円

551,659千円

―

24,825

0― 0
管理職員

特別勤務手当

支給職員１人当たり
平均支給年額

国の制度と

77,792―

国：
医療（一）の
適用者以外
も対象となり
うる

（平成１９年度決算）
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５　特別職の報酬等の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×42.5/100×在職月数 16,932,000円 任期ごと

給料月額×24.5/100×在職月数  7,879,200円 任期ごと

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 
　　　　３　市町村合併後は、収入役の職を置いていない。

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数（教育長を含む。）である。
　　　２　[     ]内は、条例定数（教育長を除く。）の合計である。

544

664,000

-20

-3

569

447467

52 53 1

衛生 65 58 -7
民生 115 112

22 20
41 38 -3

37 37 0

830,000

00 0

129 123 -6

603,000

247,500

－

病院

下水道

21
水道

658

税務
総務
議会

農水
労働

土木
商工

計

事務の見直し縮小

25

-31

14

627

670,000

－

ごみ収集業務委託による減

欠員不補充

収 入 役

給

料

6

0
102

議 長

教育部門

一
般
行
政
部
門

平成19年

0

[ 　  96    ］[     　657       ］

17 -4

-25

1

-6

620,000 272,300

（参考）類似団体における最高／最低額

76.12

60.21

事務の見直し、戸籍電算化業務終了等縮小

道路管理業務増
-2

560,000

6

3.3

　　（平成１９年度支給割合）

普
通
会
計
部
門

小　計

保育所等の指定管理者制度導入による減

＜参考＞

事務の見直し縮小

市 区 町 村 長

平成20年

収 入 役

収 入 役

職 員 数

副 市 長

3.3

報

酬

副 議 長

議 員

副 市 長

市 区 町 村 長

期
末
手
当

議 員

副 議 長

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

議 長

備　　　　考

小　計

[     　753       ］
合　　計

89

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

その他

29

退
職
手
当

病院の診療所化に伴う減
0

＜参考＞

消防部門

552,000

690,000 330,000

492,5001,007,000

817,000副 市 長

区 分 給 料 月 額 等

市 区 町 村 長

　　（平成１９年度支給割合）

401,000

339,000

320,000

92.63

82.18

29
11
26

83

-3

0

＜参考＞

-5
0

97

対前年
増減数

主 な 増 減 理 由

106.77

組織機構改革に伴う減
後期高齢者医療広域連合派遣者計上による増

- -
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（2)年齢別職員構成の状況（平成２０年４月１日現在）

　

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年６月６日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（注）　市町村合併した平成１７年６月６日からの期間である。

（参考）宮古市定員適正化計画おける定員管理の数値目標（数・率）

714

職員数

平成22年4月1日

平２２年３月３１日

人

平成17年6月6日

40歳

人 人

74

～～

人

43歳

710

職員数

８４人の純減

職員数

人

9 25 53

計画期間

始　期

63

11.64

55歳

平成17年6月6日

終　期
数値目標

～

35歳 59歳

630

39歳

73

人

31歳

純減数 純減率

～

人 人人

28歳

～

51歳

～

20歳 52歳48歳32歳 36歳20歳

～

23歳 27歳

24歳

区　分

未満

～

64

84

以上

人

99

56歳

人

6271

人

～

計

人

95

47歳

60歳44歳

～

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成

比

%
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②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成２０年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

　○この給与・定員管理等についての公表は、「地方公共団体における職員給与等の公表について」の一部改正
　　について（平成19年9月7日付け総務省自治行政局公務員部長通知）に示された様式により作成しています。
　○平成２０年４月１日より公共下水道事業の公営企業化等により上下水道部と水道事業所が統合し、新しい上
　　下水道部組織となりました。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

▲ 10 (100.％)

―

増減

0

90

▲ 58 (123.4％)

▲ 19 (73.1％)

105

４年目

6,550189,948

374,552

-

14.5

45.5

職員給与費比率

千円

189,948

121,509

　質収支

683 627

千円

13.5

18年度の総費用に占

千円　

平均月収額

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

571,242

6,874

一人当たり給与費

50,190

　　　　　千円

-

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料 職員手当

水 道 事 業

29

　　　　　　区　　分

　　　　　　Ａ

18,249

千円

（参考）類似団体平均

期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A

千円 千円

める職員給与費比率

％千円　 ％

▲ 83▲ 31 ▲ 25 ▲ 31

純損益又は実

▲ 87 (104.8％)

計 職員数

総費用に占める

区　　分

1,312,234

増減

164,260

総費用

団 体 平 均

551,14347.7 369,572

一人当たり

　　計　　Ｂ

19年度

▲ 3

89

職員数

区　　分

　　　　千円

714

消　防 職員数 0

職員数 116

（参考）

458

▲ 47

計

―

▲ 17

447

計画始期

▲ 21

事 業 者

増減

　　　　（　　％）

公 営 企 業 職員数

658

平　均　年　齢

人

等 会 計

基本給

増減

職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

93

増減

一般行政

教　育

505

102 97

▲ 20

３年目

8383

89

―

0

19年度

630

▲ 6 ▲ 10▲ 1

467

0

00

▲ 26▲ 3▲ 11

―

0

▲ 5

0

―

１年目 ２年目

488

２１年２０年 １７年～２２年１７年 １８年 １９年

0

数値目標
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 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成19年度支給割合） （平成19年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　5～15％ 役職加算　5～15％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　勧奨退職時　8号給 ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　勧奨退職時　8号給 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１９年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（平成２０年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

支給実績（平成１９年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算） 千円

支給実績（平成１８年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算） 千円

9,914

342

7,707

266

3.0

1,630

33.50

1.6

宮古市水道事業所

１人当たり平均支給額（平成１９年度）

宮古市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成１９年度）

59.28

0.75

3.0

33.50

1.50

59.28

23.50

59.28

-

47.50

1.50

0.75

41.34

－

1.6

47.50

30.55

宮古市（一般行政職）水道事業

右記の業務に従事する職員
給水の停水処分、滞納
料金の徴収業務

１件　３３０円

劇薬物取扱手当 右記の業務に従事する職員 劇薬物を取り扱う業務 １日　２００円

滞納処分手当

支給率

1,792

－

－

支給対象職員数

支給実績（平成19年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

543

該当手当なし － － －

一般行政職の制度（支給率）支給対象地域

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成19年度） 72.4

手当の種類（手当数） 2

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

25,876支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

支給実績（平成19年度決算）

26,488

59.28

30.55

41.34

59.28

59.28

23.50

24,728
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カ　その他の手当（平成２０年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円0単身赴任手当

　異動等に伴い、住居を移転し、やむ
を得ず配偶者と別居することとなった
職員に対して支給
　月額２３，０００円（交通距離により加
算有り）

同じ ― 0 千円

519,240

管理職員
特別勤務手当

　管理職の職員が、臨時・緊急等の必
要により、週休日、休日に勤務した場
合
部長　６，０００円
課長　４，０００円

同じ ― 0 千円 0

管理職手当

部長　５２，３００円
課長　４１，２００円
診療所長、同副所長　３５，４００円
　　　　　　　　　　　　　　～５４，５００円
（経過措置による加算有り）

国：
俸給の特別
調整額として
支給

519 千円

0

0夜間勤務手当

　正規の勤務時間として、夜間に勤務
した場合
　勤務1時間当たりの給与額の
  ２５／１００

同じ ― 0 千円

休日勤務手当
休日に勤務した場合
　　勤務1時間当たりの給与額の
  　１３５／１００

異なる

国：
勤務1時間当
たりの給与額
の算定に、
初任給調整
手当、月額
で定められる
特殊勤務手
当を含まな
い。

0 千円

57,503

宿日直手当

宿日直1回につき
　医師　２０，０００円
　医師以外の診療所勤務職員
　５，１００円
　その他の職員　４，２００円

同じ ― 0 千円 0

通勤手当

１　交通機関等利用者運賃等に応じ
　　月額５０，０００円まで
２　自家用車等利用者通勤距離に応
    じ月額３５，０００円まで

異なる

　交通機関
等利用者の
限度額並び
に自家用車
等利用職員
の通勤距離
区分と支給
額

1,495 千円

254,452

住居手当

１　借家・借間居住者
　　月額１２，０００円を超える家賃を
    負担している場合、家賃の額に
    応じ月額２７，０００円まで
２　自宅居住者
　　月額　３，０００円（新築、購入から
     5年以内）

異なる
国：
自宅居住者
２，５００円

1,083

（平成１９年度決算）

千円 135,425

扶養手当

１　配偶者　月額１３，０００円
２　配偶者以外の扶養親族１人につき
　　月額６，５００円
　・配偶者の無い場合の１人目
    月額１１，０００円
　・扶養親族でない配偶者を有する場
    合の１人目月額６，５００円

＊１６歳から２２歳までの子には、５，０
００円が加算される。

同じ ― 5,344 千円

支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （平成１９年度決算） 平均支給年額

国の制度 国の制度と 支給実績
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　(2)　下水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

イ　 特記事項

　○この給与・定員管理等についての公表は、「地方公共団体における職員給与等の公表について」の一部改正
　　について（平成19年9月7日付け総務省自治行政局公務員部長通知）に示された様式により作成しています。
　○平成２０年４月１日より公共下水道事業の公営企業化等により上下水道部と水道事業所が統合し、新しい上
　　下水道部組織となりました。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成19年度支給割合） （平成19年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　5～15％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

　質収支 職員給与費比率 18年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

19年度 　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

- - - - -

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）類似団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

19年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

- - - - - - -

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

下水道事業 44.2 346,173 509,457

団 体 平 均 44.6 372,307 570,494

事 業 者 - -

下水道事業 宮古市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成１９年度） １人当たり平均支給額（平成１９年度）

- 1,630

- - 3.0 1.50

- - 1.6 0.75
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イ　退職手当（平成２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　勧奨退職時　8号給 ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　勧奨退職時　8号給 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１９年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（平成２０年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

支給実績（平成１９年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算） 千円

支給実績（平成１８年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算） 千円

下水道事業 宮古市（一般行政職）

23.50 30.55 23.50 30.55

33.50 41.34 33.50 41.34

47.50 59.28 47.50 59.28

59.28 59.28 59.28 59.28

－ － - 26,488

支給実績（平成19年度決算） －

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算） －

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

該当手当なし － － －

支給実績（平成19年度決算） -

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算） -

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成19年度） -

手当の種類（手当数） －

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

- - - -

- - - -

-

-

-

-
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カ　その他の手当（平成２０年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （平成１９年度決算） 平均支給年額

（平成１９年度決算）

千円 -

扶養手当

１　配偶者　月額１３，０００円
２　配偶者以外の扶養親族１人につき
　　月額６，５００円
　・配偶者の無い場合の１人目
    月額１１，０００円
　・扶養親族でない配偶者を有する場
    合の１人目月額６，５００円

＊１６歳から２２歳までの子には、５，０
００円が加算される。

同じ ― - 千円

異なる

　交通機関
等利用者の
限度額並び
に自家用車
等利用職員
の通勤距離
区分と支給
額

- 千円

-

住居手当

１　借家・借間居住者
　　月額１２，０００円を超える家賃を
    負担している場合、家賃の額に
    応じ月額２７，０００円まで
２　自宅居住者
　　月額　３，０００円（新築、購入から
     5年以内）

異なる
国：
自宅居住者
２，５００円

-

-

宿日直手当

宿日直1回につき
　医師　２０，０００円
　医師以外の診療所勤務職員
　５，１００円
　その他の職員　４，２００円

同じ ― - 千円 -

通勤手当

１　交通機関等利用者運賃等に応じ
　　月額５０，０００円まで
２　自家用車等利用者通勤距離に応
    じ月額３５，０００円まで

千円 -

休日勤務手当
休日に勤務した場合
　　勤務1時間当たりの給与額の
  　１３５／１００

異なる

国：
勤務1時間当
たりの給与額
の算定に、
初任給調整
手当、月額
で定められる
特殊勤務手
当を含まな
い。

- 千円

国：
俸給の特別
調整額として
支給

- 千円

-

夜間勤務手当

　正規の勤務時間として、夜間に勤務
した場合
　勤務1時間当たりの給与額の
  ２５／１００

同じ ― -

-

管理職員
特別勤務手当

　管理職の職員が、臨時・緊急等の必
要により、週休日、休日に勤務した場
合
部長　６，０００円
課長　４，０００円

同じ ― - 千円 -

管理職手当

部長　５２，３００円
課長　４１，２００円
診療所長、同副所長　３５，４００円
　　　　　　　　　　　　　　～５４，５００円
（経過措置による加算有り）

-単身赴任手当

　異動等に伴い、住居を移転し、やむ
を得ず配偶者と別居することとなった
職員に対して支給
　月額２３，０００円（交通距離により加
算有り）

同じ ― - 千円
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